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1 
はじめに 
山江村では、2015年度に地方創生総合戦略の 4 分野 62施策を策定した。本共同研究にお
いては、そのうち重点課題を再整理し、山江村地方創生情報化戦略を策定し、進捗管理を
毎年度末にとりまとめている。 
取り組みの状況は、計画的に進めている事業がある一方で、未着手や事後検証し、適宜
修正をかけながら進めていく必要がある。本年度は、平成 30年情報通信白書において、山
江村地域づくり研究所を中心に取り組みを進めてきた情報化推進員及び 100人委員会につ
いて掲載された。このことは、過疎地のモデルとして一定の評価を受けたものとして認識
される。 
山江村では、2016年に山江村地域づくり研究所を創設し、村民と役場をつなぐ新たな組
織として位置づけている。同研究所では、村民からの意見収集や村民主体のプロジェクト
の支援をはじめ、地域情報の一元化、村内外への情報提供等に取り組んできた。特に、情
報システムの導入というよりも、住民との地域情報の掘り起こしやフィールドワークに基
づく調査を行い、情報づくりやその編集を重視してきた。こうしたことは、今年度実施の
山江村役場のウェブサイトのリニューアルや今後の事業展開において、その内容充実や更
なる情報公開につながるものと考えられる。なお、同ウェブサイトは、これまでマイナー
チェンジは度々行われてきたが、今回は約 10年ぶりの大幅な変更となる。具体的には、観
光交流や移住定住に関するサイトを別途設けること、各課でポータルサイトを構築するこ
と、また、そのデザイン面からは、閲覧者が迷わずに必要な情報に辿り着ける分かりやす
さ、高齢者や障害者のアクセシビリティ、スマートフォンやタブレットなどへの対応を図
るものである。 
特に、来年度は、第 6次総合振興計画の総合計画の開始年であり、山江村の村制施行 130
周年記念の節目の年となる。そして、2015年から開始した地方創生総合戦略及び情報化戦
略も最終年となるが、誰かが何かをしてくれるのを待つのではなく、地方の側が、自ら考
え、理念に基づいて行動し、実践することが重要である。 
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第 1 章 山江村地方創生情報化戦略の進捗状況 
 
1山江村地方創生情報化戦略の概要  
 
 2019年 1月 31日現在、山江村の人口は、総人口 3,506人（男 1,633人、女 1,873人）、
総世帯数 1,219である。高齢化率は、男 30.43％、女 36.41％、計 33.63％である。過去 5
年間の人口推移は、次のようなものである（図 1-1）。65 歳以上の人口内訳をみていくと、
その全体では微増傾向にあるが、85歳以上の高齢者率は、上昇傾向にあることがわかる。 
 
図 1-1 人口推移 
（出典 山江村第７期高齢者福祉計画及び介護保険事業計画,p5） 
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 山江村では、地方創生総合戦略（2015）において、1.むらの活力につながる雇用づくり、
2.移住・定住の促進づくり、3.結婚・出産・子育ての希望をかなえ、笑顔のたえない村づ
くり、4.安心な暮らしを実現する村づくりという 4つの目標を掲げ、その関連 62施策を策
定している。このなかで、1.ICTの親和性、2.効果度、3.コストパフォーマンス、4.緊急度
という観点から重点分野を再整理し、山江村地方創生情報化戦略(2016)を策定している。
地方創生総合戦略では定量目標となる KPIを設定しており、情報化戦略では定性的目標を
設定している。本年度は、関係課への中間ヒアリングを 2回実施し、その進捗を確かめて
きた。以下に、情報化戦略の全体スケジュール（図 1-2）、これまで（平成 27 年～29年）
の地方創生総合戦略の KPIの達成状況である山江村まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
一覧表（図 1-3）、2019年度関係予算（図 1-4）を示す。 
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図 1-2 情報化戦略の全体スケジュール 
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図 1-3山江村まち・ひと・しごと創生総合戦略事業一覧表 
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                               （出典 企画調整課） 
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図 1-4山江村情報化戦略 2019関連予算 （単位：千円） 
 
                         （出典 山江村地域づくり研究所） 
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2山江村地域づくり研究所 
 
 山江村地域づくり研究所は、役場と村民をつなぐ中間組織として、村の情報を一元化し、
政策提言を行うことを目的に創設された。2016年 1月の開所以来、1.調査研究、2.ICTの
活用、3.人材育成という 3つの分野を中心に事業展開を行っている。研究所事業について
は、関係課のデータや資料の収集に加え、山江村内の社会資源の掘り起こしや再発見につ
なげるため、村内外でのフィールドワークやデータづくり、関係課への支援や協働で事業
を進める機会が多くみられている。本研究所の運営は、東京大学大学院情報学環須藤研究
室との共同研究を中心に進めており、情報化戦略の進捗管理をはじめ、関連事業の企画及
びその実行支援を行っている。研究及びその発表については、「人口減少時代と人工知能」
（2018年 12月、講演は須藤修教授による）、Resolution of Regional Issues at the Yamae 
Village Community Development Research Institute（NAMIKI,2018）他、やまえ栗まつり
でのセミナーの企画運営及びパネルディスカッションのモデレーター、100人委員会の成果
発表に対する講評等を行っている。なかでも、本年度は「平成 30年情報通信白書」及びそ
の概要版において、本地域づくり研究所を中心に取り組みを進めてきた山江村情報化推進
員及び 100人委員会の事例が掲載されている。 
  
図 1-5 須藤教授による講演         図 1-6やまえ栗セミナー 
 
               （筆者撮影）           （山江村役場提供） 
 
 本年度の山江村地域づくり研究所の事業概要は下記のようなものである。1.調査研究にお
いては、やまえ栗関係者を横につなぐやまえ栗コンソーシアムの企画運営、村づくりに有
用となるデータ及び資料の収集、やまえ栗をはじめとする国内外の栗の文献・資料を収集・
公開している和栗ライブラリーの設置と管理、やまえ栗農家に対する生産履歴のヒアリン
グと二次元バーコードの作成を行っている。また、特に地域情報の一元化及び可視化を進
めるため、役場庁内の台帳及び関連システムの調査、GISを活用した先行事例のフィールド
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ワークやセミナーへの参加を行い、情報収集を進めている。また、山江村民と進めている
村内調査では、2017年度から取り組みを開始してきた山江村歴史民俗資料館の写真及びそ
のヒアリング内容について、基礎的調査及び確認が終了している。そうした資料を活用し
ながら、本年度は、山江村地域づくり研究所村民サポーターによる調査を開始し、村民自
身が山江村という地域に対する興味関心をより深め、後世に残したいものを各自が調べ、
写真や文章によりまとめていく（やまえリサーチプロジェクト）。また、この過程では、山
江村地域づくり研究所、やまええほんの森、教育委員会の所蔵文献及び資料について、研
究所職員と図書館司書により、文献の分類、書誌情報の整理やリスト化を進めている。 
村民の地域ビジネスのためのマーケティングや各種支援では、商品ラベルづくり（淡島
神社ゆかりの安産梅干し）とやまえ栗の地域コラボデザートの企画を行っている(協力：や
まえ温泉ほたる、町家ギャラリー立山)。また、やまえ栗まつりでは、SNS投稿キャンペー
ンとして栗農家なりきりフォトスポットコーナーを設置し、そのバックパネル及びグッズ
の企画・構成を行っている。やまえ栗及びそれに関連する調査及び情報収集の成果につい
ては、やまえ栗まつりで展示及びセミナー発表を行っている。この様子は、NHK 熊本ニュー
ス「クマロク」(2018年 9月 25日)で放映されている。 
 
図 1-7 淡島神社ゆかりの安産梅      図 1-8やまえ栗の地域コラボデザートの開発 
 
                                  （筆者撮影） 
図 1-9やまえ栗祭り SNSキャンペーン 
  
（筆者撮影） 
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次に、2.ICT分野については、山江村地域づくり研究所及びその関連事業のウェブサイト
の更新・管理、山江村全体に関する情報発信を行っている。しかしながら、更新頻度や投
稿テーマについて偏りが見られるため、今後改善を行っていく必要がある。 
地域づくり研究所では、1～16地区の情報化推進員に iPadと SIMカードを貸与している。
各区の推進員による投稿内容を地域づくり研究所が整理し、企画調整課長を通じて他課や
外部機関などへの連絡を行い、ケーブルテレビのコミュニティチャンネルで村内の共有を
図っている。内容によって、他課や関連機関からの回答を各区の推進員に対してフィード
バックをしたり、各区の住民で話し合いの場を設けることもある。本年度の投稿は、現在
までのところ、56件である（2018年 4月～１月初旬の集計）。その内訳は、①地域の活動
やおすすめスポット・旬の風景が 42件、②早めの修理・点検が必要なところ（道や畑を含
む）5件、③防犯関係 0件、④有害鳥獣関係１件、⑤地区全体の困りごとや地区住民からの
要望に関するものが 6 件、⑥その他 2件である。また、各地区の推進員による投稿内容の
共有機会として年 2回全体会議を開催し、事業の改善に向けて課題整理や意見交換を行っ
ている。2019年 2月 1日の全体会議では、推進員と区長の連携体制、投稿内容の地図上で
の可視化、推進員の動機づけが今後の課題としてあげられている。 
 
図 1-10情報化推進員全体会議（左・投稿写真の共有と説明 右・投稿画面の操作） 
  
                               （筆者撮影） 
 
インターネット村政モニターは、本年度は計 3回行っている。アンケートのテーマは、
主テーマと副テーマに分けており、選択式と自由記述式を併用している。第 1回はやまえ
栗と研究所事業、第 2 回は地産地消とイベント、第 3回は、山江村の公共交通まるおか号
とインターネットの利用について質問をしている。本アンケートは、村民から村政に対す
る建設的な意見を収集すること、そして、政策及び事業の改善に活かすことを目的として
いる。アンケート登録者は、年度毎に更新し、モニターの募集は年間を通して随時受け付
けている。登録者数は、最終的に 42名となった。昨年からの変更点として、回答 1回につ
き謝礼（村指定のゴミ袋・年度末に集計）を行う他、自宅でのインターネットでの操作に
不安がある回答者向けには、地域づくり研究所内での回答、研究所職員による入力補助の
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実施、公民館事業等でのアンケートを実施した。なお、アンケートについては、回答結果
の一部を抜粋し、広報やまえに掲載している。 
3.人づくり分野では、100人委員会をはじめとする住民主体の地域づくり活動のサポート、
研究所セミナーを実施している。本年度のセミナーは、ミニドローンの操作、インターネ
ット上での情報検索や文献の調べ方の基礎等を実施している。今後は、前述した村民によ
る地域の調査を継続することで、他の村民にも拡げ、山江村の社会資源の掘り起こしや再
発見の機会につなげていくことが肝要である。また、既に休み期間中に開放している研究
所のフリースペースでは、これまでは調べ学習の際のタブレットの利用開放などが行われ
てきたが、今後は、学校教育との連携を図り、授業だけでは習得に時間のかかるキーボー
ド操作の練習なども出来るように進めていく。 
 
図 1-11地域づくり研究所ミニセミナー「調べ方の基本」 
 
                      （撮影 山江村地域づくり研究所） 
 
図 1-12地域づくり研究所ミニセミナー「ドローン講座」 
 
 
（撮影 山江村地域づくり研究所） 
 
2019年度の山江村地域づくり研究所の計画は、次の図の通りである。 
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図 1-13 2019年度山江村地域づくり研究所スケジュール 
 
                        （出典 山江村地域づくり研究所） 
13 
 
第 2 章 農業分野 
 
 
1地産地消と農業  
 
 地産地消と農業分野では、農村集落活性化事業を 2015年から開始している。この事業で
は、農家、学校関係者である教育長、校長、栄養教諭、給食調理員、農業生産法人、地元
物産販売会社、山江村役場、山江村地域づくり研究所等により、集落活性化会議を構成し
ている。関係者は、それぞれの立場から、地産地消の向上、真空調理技術の活用、農地情
報の見える化を三本柱として、2020年までの 5年間の計画で進めている。 
以下に、これまでの取組みと今後の課題を述べる。まず、地産地消率の向上という点で
は、給食コーディネーターを設置し、農家と給食側の情報をつなぎ、村内野菜の集配と給
食室への配送、学校給食の献立会議等で村内産食材の提案や調整役、真空調理加工を担う
ことを目的としていた。しかしながら、給食調理室からの苦情対応、その再発防止や原因
究明が徹底されないこと、そして、各農家とのコミュニケーションが充分ではなく、村内
産食材を集めず市場から購入することがみられている。地場産率に影響を与えていること
から、こうした状況を早急に改善することが必要である。このことは、昨年の報告書にお
いても指摘していることである。 
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真空調理による村内産野菜の加工については、昨年度、人参・ジャガイモ・タマネギ・
サトイモの試作を実施したが、本年度は、サトイモの一部を除き、学校給食への納品がこ
の一年間でほとんど行われていない状況にある。同時に、給食調理員及び栄養教諭が低温
真空調理に対する理解を深める必要がみられていた。そこで、役場職員、各学校の調理室
の責任者、栄養教諭を対象とした講習会を実施している。講習は、ホシザキ関東株式会社
コンサル室の協力により、2018年 12月 26日及び 2019年 2月 16日、同社のテストキッチ
ンにて行われた。その内容は、真空低温調理に関する座学（基礎的知識、加熱温度、保存
期間他）、実技（サラダ、筑前煮、スープ）、実食、質疑応答である。実技の献立は、山江
村の給食で年間使用量の多い野菜を中心に構成した。また、村内のゆずやキウイ等がこれ
まで献立で活用されてこなかったため、ゆずドレッシングとキウイを用いた七夕寒天の試
食が行われた。なお、山江村地域づくり研究所において、研修の理解度の把握や疑問点の
解消を行うため、研修全体のコーディネーションや研修参加者に対する事前・事後アンケ
ートを実施している。 
 
図 2-1真空調理講習会の様子 
 
 
                                 （筆者撮影） 
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農地情報の見える化については、地産地消担当員と地産地消協力推進員が、農家を訪問
し、給食に使用される農林産物の生産履歴のヒアリングと圃場の現地確認を行い、その情
報を GISシステムに入力している。こうした情報は、システムに入力・蓄積しているだけ
では意味がなく、その内容から現状を把握し、活用することが必要である。また、これま
で農家の生産管理に活用するためにタブレット講習会を開催してきたが、今後開催の予定
はない。しかしながら、受発注時の連絡手段は電話や訪問によるものが多く、確認や調整
に時間コストがかかっていることから、改めて仕組みを考える必要がある。 
 
図 2-2 現地確認先の大根畑で撮影されたカラス被害 
（撮影 産業振興課） 
 
図 2-3現地確認の様子         図 2-4 GISシステムの画面例（ほうれん草）       
 
                            （撮影 産業振興課） 
 
山江村内の山田・万江小学校と山江中学校の村内産使用率のデータ化を行い、重量、品
目、作目別という多面的な角度からその割合を捉えている（図 2-5、図 2-6、図 2-7、図 2-8）。
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本報告書では、昨年度の同時期と比較出来るよう、昨年度のデータも併せて紹介する。な
お、広報やまえの公開データ（図 2-9）では、作物ごとの使用量(kg)と村内産率については、
2018年 11月から、給食で使用した全数量を 100とし、食品成分表に基づき分類する計算方
法に変更している。というのも、これまでの地場産物の産出方法では、村内で生産可能品
目を 100として計算していたが、生産可能品目の定義が不明確であり、例えば、鶏卵やこ
んにゃくは、村内産があるにも関わらず、項目に入っていなかった。 
まず、地場産率の集計結果について、重量ベースでみたのが次である。 
 
図 2-5 2017年度地場産率の集計結果（月別）及び 2018年度地場産率の集計結果 
 
（出典 産業振興課） 
 
次に、地場産率を品目別に集計した結果である。下記の表の「一部納品含む」とは、１
品目のうち、100％ではないが、村内産の農林産物が給食で使われた場合のことであり、「全
量山江産のみ」とは、１品目の全てが山江村の農林産物である場合を指す。 
 
図 2-6 2017年度学校給食における地場産の割合（品目別集計） 
 
（出典 産業振興課） 
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図 2-7 2018年度学校給食における地場産の割合（2019年 2～3月については集計中） 
 
                                 （出典 産業振興課） 
 
次は、作目別にみた使用量と村内産率である。一部集計中ではあるが、これまでのとこ
ろ、本年度は山江村産で 100％となったのは、米、タケノコ、ユズ、彩り米、ゴーヤ、む
き栗、ニンニク、さつまいも、水菜、チンゲン菜、大葉、しいたけ、干しいたけ、梅干し、
きくらげ、ぶどう、梨である。また、じゃがいも、玉ねぎ、サトイモについては、昨年度
よりも利用率は向上していることが分かる。 
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図 2-8 作目別にみた使用量と村内産率（2019年 2～3月は集計中） 
 
                     （出典 産業振興課） 
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図 2-9 広報紙での掲載 
 
（出典 広報やまえ2019年2月号 No.331 p13） 
 
また、その日の給食の献立に関連する食材の生産農家が学校に訪問し、種まきから収穫
までのプロセスや食材に関連する話を紹介することで、食育をより充実させることに繋が
っている。2018年 6月 14日・27日及び 2019年 1月 28日に行われ、計 33名の農家及びそ
の関係者が参加した。この様子は、村内のケーブルテレビや広報やまえで取り上げられて
いる。それ以外には、給食の献立や活性化協議会の取組みについて情報発信をするため、
産業振興課がウェブサイトを作成・公開している。今後、地場産率の推移や地産地消の仕
組みの詳細などを含めて、内容をより充実させることが必要である。 
 
図 2-10（左）農家と学校での交流会 （右）むらくも汁に村産玉ねぎを使用 
  
                         （産業振興課及び筆者撮影） 
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プロジェクトを進めるにあたり、関係者が、それぞれの役割を十全に果たし、事務局が
関係者の話をまとめ、発生した問題には早期に対処することが必要である。また、事務手
続きの見直しと簡素化、今回の補助事業終了後を踏まえた体制づくりも早期に計画をたて
る必要がある。 
 
農産物の高付加価値については、昨年までは、エコファーマーは収量があがらないため
積極的に取り組まないということであったが、村外のスーパー他に出荷することで村内よ
りも値段を高くつけることが可能であり、付加価値があがっているということである。ま
た、村内では、本年、有機 JASの取得が 1名おり、GAP講習会（2018年 8月人吉市と合同
開催）を実施しており、普及啓発に努めている。なお、学校給食の納品の際に、村内産で
あることのみを優先しており、農薬の使用の有無や量、買取価格などが明確になっていな
い。そのため、こうしたことをクリアして、学校給食協力農家への啓発活動も行うことも
必要である。また、農産物の販路拡大については、売り先として、本年度は 10～20名のモ
ニター（県外の山江村出身者を中心）に野菜を定期配送する予定であったが未実施である
ため、今後は、農家がグループを作り、多品目生産を目指しながら、直販の仕組みを構築
する予定である。村民の一部からは、村内の農林産物野菜を購入する場所が少ないという
声も寄せられているが、既存の施設やイベントを積極的に活用することで、農林産物の品
目や収穫時期、収穫体験可能な農家の地図等を発信することが必要である。例えば、万江
地区の物産館、村内商店やそこで行われている買い物支援事業、農村レストラン時代の駅
むらやくば、100人委員会食の提供部会による朝市等があり、村内で野菜を買うことは全く
不可能ではない。そのため、村民が、村内産農林産物の購入に対してどのような意味を見
出しているのか、例えば、価格、顔の見える範囲での安心感など、何に価値を求めている
のかを改めて考える必要がある。また、山江村将来ビジョン（2016）においても述べてい
ることであるが、村内農家に直販体制がほとんどないことから、農家と村民が定期的に交
流する機会を持ち、農家に村民が直接買う仕組みへの着手を早急に行う必要がある。 
 
2やまえ栗 
 
 やまえ栗は生産量が増加し、前年比 121％となっている。2017年は JA出荷分 57tとその
他 27tの合計 84tであったのに対し、2018年は、JA出荷分 66tとその他の 36t の計 102t
である。このうち、2018年 JA出荷分の品種別荷受け数量実績によれば、杉光 2,387kg、ぽ
ろたん 550kg、利平 18,605kg、ムキ栗 519t、その他栗 41,967kgである。 
生産量を上げる取組みには、収穫作業の省力化に向けて、収穫ネットのモデル園を丸岡
地区の村営栗園に設置している。クリの収穫では、収穫期はほぼ毎日栗を拾い集めなけれ
ばならず、特に、急傾斜地では、作業者にとって重労働となっているのが現状である。そ
こで、収穫ネットを園内に敷き詰め、斜面から転げ落ちてくるクリを最下部で受け止める
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ことで、省力化のみならず、拾い残しの防止や鳥獣対策につなげることが目的である。2018
年 8 月 9 日に、関係者が設置作業を行い、急傾斜地の園地 25 アールのうち 14 アールに、
幅 2m、長さ 50mのネット 16枚を連結させて設置した。栗園の省力化対策として、モデル栗
園を設置した。収穫ネット設置研究会を兼ねており、管理は村で行う。栗農家が 30名参加
し、今後、設置の手間や効果などの検討を行う。現在、100本近く植えており、利平・筑波・
丹波・ぽろたん・実玖里など 5～6品種を育てている。 
また、栗の補助金の拡大として、剪定費用 5,000円から 1,000円に見直し（3年間の時限
措置）、10haから 20haの拡大、肥料補助に関しては 40戸から 110戸に増加させた。地方創
生推進交付金事業の採択により、川辺川造成団地において、改植・新植を募集し、団地化
を行う。下刈りから電柵まで 8ha実施し、生産量の増加を目指しているが、現在、3.5haの
募集があり、事業に着手している。 
2018 年 9月 24日に開催されたやまえ栗まつりでは、利平 502kg、普通栗を 352kg販売し、
完売した。本年度の生産履歴については、計 4名の栗農家が協力し、栽培履歴を公開して
いる。一部の農家は昨年と同じであるが、昨年も 4名であったことから、山江村の栗農家
に対し、更に広げる取組みを進めていく。 
 
図 2-11  2018年度やまえ栗の栽培履歴の一例 
 
                  （出典 やまえ栗公式サイトより） 
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やまえ栗まつり 2018 では、生産履歴をつけた生栗を特選栗として、2,500円/kg×5袋を
限定で販売し、そのうち 4袋は即完売した。（残りの 1袋は予約したまま、来場者が取りに
来なかったという。）なお、こうした生産履歴（二次元バーコードのシールによる表示）は、
昨年度及び本年度、地域づくり研究所職員が栗農家に一軒ずつ訪問し、ヒアリングと撮影
を行っている。しかしながら、栗農家から協力を得られない状況にあることから、農家が
取り組みに消極的な理由を明らかにする必要がある。また、今後、このような生産履歴の
公開に取り組む農家が増えた場合、ヒアリングからラベルシールづくりまでの作業を効率
化する必要がある。 
2018年の栗まつりでは、来場者数は約 9,500人（山江村役場調べ）となり、昨年よりも
増加傾向にあり、高速道路の渋滞や朝早くから来場者が長蛇の列で開場を待つ様子が見ら
れた。会場では、やまえ栗が使われた和菓子・洋菓子や生栗の販売、栗の展示、やまえ栗
関係者（生産者・加工業者・県の指導員・販売者・役場関係者）と村外のパティシエによ
るパネルディスカッション等が行われた。栗まつりは、毎年改善を加え、内容充実を図っ
ている。現在までのところ、村では、やまえ栗を村内外に更に発信するため、やまえ栗条
例の策定に対する村民意見の募集（企画調整課）、やまえ栗検定の準備（地域づくり研究所）
が進み、2019年度の公開を目指している。また、2018年度末、栗のペースト工場の本格稼
働、シンガポールへの展示会の出展を予定しており、事業の効果に関する今後の検証が必
要である。 
 
図 2-12 やまえ栗まつり 2018 
 
 
                            （写真提供 企画調整課） 
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3雇用 
 
既に第 1章の図 1-3からも明らかなように、地方創生総合戦略で掲げた目標のうち、新
規就農者数以外はほとんど達成できておらず、企業誘致や起業も進んでいない。山江村で
は、起業支援策として、小さな産業づくり事業補助金の制度があるが、現行の要綱では原
則 5名以上の組織となっている。そのため、人が集まらず困難であることから、例えば、3
人以上などに変更を望む声が村民から寄せられており、今後、検討が必要であると見受け
られている。また、農産物の収穫に対する労働力は減っている傾向にあるが、そうしたこ
とへの対応策やワークシェアリングについても、未着手である。 
人材育成については、現状では地域づくり研究所において 100人委員会や関連講座を開
催しているが、商工会や外部機関などとも適宜連携する必要がある。 
 
 
4 2018～2019年度農業分野のスケジュール 
 
図 2-13産業振興課のスケジュール 
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図 2-14企画調整課のスケジュール 
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第 3 章 環境防災 
 
1鳥獣被害  
 
2017年度の農林産物の鳥獣被害による被害は、面積 3.4ha、被害額 1,204千円となって
いる。鳥獣被害の種類は、従来のサル、イノシシ、シカ、カラスに加えて、カワウも追加
認定している。 
村内では、イノシシなどに反応するセンサー付きの檻を設置している。現在までのとこ
ろ、捕獲実績はゼロであり、今後その検証が必要である。 
 
図 3-1 センサー付き箱罠 
 
                          （写真提供 産業振興課） 
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なお、検証については、センサーの状況を定点カメラでも同時に調査し、反応やかかり
方を調べる方法が案としてあるものの、現状では、防災カメラとは位置関係が合わないこ
とや、河川カメラがないため、予算化の検討を行うとのことである。 
狩猟免許は、本年度はわなで 1件の申請があった。現状では、駆除隊員の高齢化が進み、
引退者もいることから、毎年 1～2名ずつ減少する傾向にある。そのため、山に人間が入ら
ないことに加え、こうした駆除隊の減少により、被害が今後増えるという悪循環に陥る可
能性がある。また、電柵もあるが、鳥獣が遊休農地を住処にしており、その解消も必要で
あると考えられている。また、狩猟免許については、村で取得にかかる費用を補助してお
り、広報誌やケーブルテレビ等で案内をしているが、今後は、特に若年層や農家に対して、
積極的な周知や情報提供を行う必要があると見受けられている。 
こうした鳥獣被害については、各区の区長、情報化推進員、役場、猟友会での情報共有
をより加速化する必要がある。現在までのところ、各区の情報化推進員による地域情報に
関する入力内容を研究所で編集し、ケーブルテレビで放送したり、適宜他の村民に周知す
るなどの注意喚起を行っている。現状では、更新の迅速性、一覧性、共有に限界があるた
め、地域づくり研究所において、インターネット上での公開や、鳥獣被害だけでなく、他
の情報も地図上で一元管理することを検討中である。また、庁内では、紙ベースの台帳や
地図があり、地域づくり研究所職員が、台帳調査やシステムに関する調査も並行して進め
ている。 
  
2森林資源の管理 
 
林地台帳の整備の業務委託契約を結んでおり、2019年 3月に事業の完了、同年 4月公表
予定である。公表に際して、林地台帳運用整備や林地台帳の閲覧、交付に係る手数料の有
無等の事務取扱要領の整備が必要となるため、その準備を進めている。 
スマート林業については、航空レーザー測量（誤差 5％以内）による森林資源の調査後の
解析を行う。委託業者は契約済みであり、8月から森林資源の調査等の業務に着手しており、
年度内には事業完了予定である。航空レーザー測量による森林資源の解析については、本
年度分は近隣の町が先行し、山江村分は 2019年度の見込みである。スマート林業を利用す
ることで、樹齢や場所等の詳細が分かるようになるため、先行事例を参考にしながら、山
江村でも利活用を図る。 
山江村森林整備計画策定（2018年 4月 1日～2028年 3月 31日）は 2018年 5月に公表さ
れている。森林環境譲与税関係での意向調査（森林経営または所有のみに関する意向）は、
今後 5年間で実施を終える予定である。今後は、「新たな森林管理システム」（林野庁）に
基づき、森林所有者と林業経営者とのマッチングや経営管理を進めることで対応する。 
森林資源分野での人材育成は、水源の森づくり協議会があり、会員の高齢化と人数が減
少しているものの、今後しばらくは継続する意向である。若手の林業従事者向け対策を強
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化するのとともに、山江村では女性の林業従事者もいることから、女性が就業可能である
ことをアピールすることも必要である。また、人材育成については、村独自のみならず、
広域的な対応も必要となることから、熊本県に対して、県内における林業大学校の設置が
要請されている。今後、そうした専門教育機関が出来ることにより、新規の林業従事者は
増えていくのではないかと予想されている。 
なお、本年度のやまえ栗まつりと産業振興祭では、山江村民による栗材を用いた加工販
売が行われるようになっている。現在は、スプーンや箸、しゃもじなど、食につながるイ
メージと手頃な価格帯の商品ラインナップを中心としているが、今後も森林資源の活用方
法を広げていくことが重要である。 
 
3公園づくり 
 
昨年度策定された基本計画をもとに、100人委員会の環境防災部会と進める予定であるが、
その活動は停滞している。なお、今後は、村の観光ウェブサイト上で、公園の情報提供を
行うことは予定されている。 
 
4その他 
 
1)防災マップと合わせた訓練の実施 
2018年 11月から地域の区長・役員・消防団にて順次街歩きを行い、危険個所や避難所、
避難経路、危険なブロック積みなどを住民と一緒に確認する。11月 10日には、4区の自主
防災訓練を実施し、役場と消防団、課長で組織する警戒本部から、災害警報を想定した避
難勧告を出し、要配慮者のチェック、避難指示の伝達、農村環境改善センター移動の後、
防災講話と炊き出しの実践訓練を行う。以上の課題の洗い出しにより、今後、各区に広げ
ていく。 
 
2)通学路問題 
2018年 8月に学校・役場・土木事務所と点検を実施した。その結果をウェブサイトによ
り危険個所を公開している。学校と協議し、通学路の変更をはじめ、空き家やブロック塀
の確認もおこなっている。夏場のハチの巣対策については、役場で防護服を購入している。 
通学路におけるトイレ問題については、小山田の建設会社が誰でも使えるトイレの設置の
ほか、子供がトラブルの際逃げ込みや各種協力を受け入れる「110番の家」を 100 件追加し、
その目印となる旗の配布も 100本追加している。 
防犯カメラについては、設置場所を検討し新年度で予算要望できないか検討中である。 
 
3）役場防災機能の強化について 
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業務継続計画の全体的なものは 2018年 5月に作成済みであり、各課での個別計画を今後
作ることが課題である。また、非常用電源設備について、本年度設計を行う。耐震化は終
了している。河川氾濫については、役場付近は概ね問題はないが、一部危険個所がある。
災害警戒本部は、現状では村長室であるが、大会議室へ設置し、機器や装備を揃える必要
がある。 
 
4)IP無線機器 
IP無線機器を導入済みであり、11月 11日に山江村消防団秋季訓練時に分団員全員へ使
用方法に関する研修会を開催し、説明を行っている。IP無線機は、人吉下球磨消防組合管
内は、共通無線で使えるため、広域災害にも対応可能であり、正副団長、分団長、役場が
所有する。GPS機能の使用時にバッテリーを消耗するため、発電機や充電器が必要である。 
なお、村内には不感地帯の対策のため、携帯基地局を 3基設置している。この設置によ
り、ある程度は電波が入るが、山林での事故には別途安全対策が必要となる。 
 
また、こうしたこと以外には、村内の土地家屋の管理に関する課題がある。例えば、台
風では、倒木で通行不能になることがあり、日頃の手入れは課題である。丸岡地区など一
部は専門業者が必要であり、その作業に 2～3日かかることもある。また、かぶり木の苦情
があるが、所有者あるいは公費で処理するのか、その取り決めも必要である。空き家につ
いては、草が生えている等を理由に 2件の苦情が寄せられている。1件は所有者に対応して
もらうことが出来たが、もう 1件は遠方のため、翌年の夏までは対応ができないという状
況である。空き家の調査結果は地図に落とし込んで可視化を図っているが、定期的な見直
しを行っている。なお、空き家は所有者に連絡することは可能であるが、管理の依頼のみ
という状況にあるため、行政対応に限界もある。 
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5 2018～2019年度環境・防災分野のスケジュール 
 
図 3-2産業振興課のスケジュール 
 
 
図 3-3企画調整課のスケジュール 
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図 3-4総務課のスケジュール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
31 
 
第 4 章 健康・福祉分野 
 
 
1高齢者の安心・見守り  
 
・公共交通まるおか号 
上半期の利用状況は、昨年の同期と比較して 270人増加していることがわかる。（下記の
図 4-1）このまるおか号は、年齢制限はなく、村民以外利用も可能であり、その周知を村の
ウェブサイトやパンフレット、ケーブルテレビ、座談会、区長会で放送している。 
 
図 4-1 公共交通まるおか号の利用状況（上半期分） 
 
                        （出典 総務課） 
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公共交通は、近隣市町村の利用者の相互乗り入れなども多く、広域的対応として、山江
村と同じようにサービスが出来ることが求められている。例えば、区域外は通常料金とな
るため、山江村内まではいいが、人吉市内からの公共交通に対する連続性が問われている。 
現在は、2017年 9月 1日施行の自動車運送業の生産性向上事業の過疎地における貨客混載
事業認可の申請準備中である。これにより、まるおか号を利用した買い物支援を検討中で
あり、村内商店との連携を調査中である。また、効率的な運用により、学校給食の食材配
送などに利用が出来る可能性があり、新たな需要創造につながる。現状のまるおか号では、
僅かな時間差で相乗りが出来ないなど、無駄が発生しており、空いた時間の利用や料金設
定を改善・検討する必要がある。 
まるおか号については、昨年度及び本年度、研究所の事業であるインターネット村政モ
ニターアンケートを実施しており、制度の認知度や理解の程度等を確かめている。また、
村外からの観光客や栗まつりの来場者に対して、まるおか号を活用し、混雑解消策や村内
観光コースが作れないか、など多面的な議論が進んでいる。 
 
・健康づくり 
 本年度より、村民が健康づくりをより意識化し、生活習慣の見直しや村内での人的交流
機会を増やすきっかけづくりを行うため、健康づくりポイント及び介護支援ボランティア
ポイントという 2つのポイント事業を開始している。 
まず、健康づくりポイントは、18歳以上（高校生は除く）の全ての村民を対象とし、健
康診断や人間ドック、健康相談、ウォーキング等の健康づくり事業に参加することで、決
められたポイントが付与される。事前に役場で申し込み手続きを行うと、健康づくりポイ
ントカード（シール台帳）が発行され、事業に参加する際に、台帳を提示し、渡されたポ
イントシールを貼るものである。ポイントが 1,000ポイント(１シール＝100 ポイント)に達
すると、健康づくりポイント事業協力店で使える商品券に交換することが出来る。年度内
のポイント上限は、3,000ポイント（3,000円分）であり、年度ごとにリセットされる。現
在までのところ、健康づくりポイント制度の登録者数は 313名、協力事業所は 7店舗であ
る。ポイントの出口が限られているため、今後、協力事業所を増やす予定である。また、
ポイントのメニューについては、現在、山江村地域づくり研究所において、村政モニター
アンケートを実施しており、今後、本ポイント事業との共通化を検討中である。 
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図 4-2健康づくりポイント事業の概要 
 
              （出典 健康福祉課） 
 
 介護ボランティアポイント制度は、18歳以上の村民のうち、高校生、要介護・要支援に
該当しない人が、村の介護予防事業や介護サービス施設等でボランティア活動を行い、そ
の内容に応じてポイントシールが付与されるものである。活動場所は、村の介護予防事業
（骨こつ健康クラブ、たっしゃかクラブ、元気が出る学校）、各地区で行われる介護予防拠
点事業（公民館事業）、村が指定する村内の介護サービス施設等である。活動内容は、介護
予防事業の補助、レクリエーション等の参加支援・補助、食事やおやつの時間でのお茶出
し、配膳、下膳等の補助、施設等での話し相手、夏祭り他の各種行事や屋外研修の補助等
である。現在は、活動場所を施設としているが、在宅高齢者への生活支援に取り組む予定
であり、買い物支援、掃除、ゴミ出し、話し相手等に内容を広げる予定である。介護ボラ
ンティア 1時間あたり 100ポイントとし、1日最大 200ポイントまでためることができる。
ボランティア希望者は、事前に役場で登録し、地域包括センターと相談しながら、自分が
活動する内容を決める。ポイントシールで貯め、年間 5,000円を上限として、年 1回ポイ
ントを換金（寄付も可）することができる。現在までのところ、23名が登録している。 
  
・買い物支援 
昨年度実施した山江村の 15・16区での買い物支援モデル事業の実施をふまえて、万江地
区でエリアを拡大している。村内商店で高齢者世帯等から注文を受け、配達を行っている
が、周知不足が見られることから、今後ケーブルテレビで本取組について紹介する予定で
ある。また、高齢者が、まるおか号（貨客混載）に自宅から乗ることで、新たな買物支援・
外出支援策として、村内商店の活用が検討されている。このため、総務課、健康福祉課、
村内商店の三者の検討が必要である。買い物支援の今後については、ネットを活用した注
文システムなども考えられる。なお、当初は、買い物リストを元に、保健師や栄養士によ
る保健指導や栄養指導等をも考えられていたが、村外商店から購入したものについては判
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断ができない部分がある。従って、栄養指導については、従来通り、対象者に対する指導
を続けている。 
 
・認知症対策 
各地区では、公民館事業で介護予防教室をはじめ、こうした機会自体が引きこもり防止
を兼ねている。また、認知症対象者には、GPS機能がついた機器貸与を想定して調査をして
おり、経費や位置情報の範囲等を考慮して検討を進めている。 
 
図 4-3高齢者タブレット教室 
 
                    （写真提供 健康福祉課） 
 
・健康データ 
KDBシステムへの入力が完了し、山江村第 2期保健事業実施計画(データヘルス計画)がと
りまとめられた。そのなかでは、例えば、全国と比べてメタボリックシンドローム予備群・
該当者が多いことや特定健診の未受診率が約 30％であることが指摘されている。未受診者
の健康状態の把握のため、今後 5年間の特定健診実施率及び特定保健指導実施率の目標値
が下記のように設定されている。健診内容やデータ分析に基づき、地域の課題を明らかに
し、疾病対策や地区の保健計画づくり、生活習慣病の改善、糖尿病予備群に注視した対策
等を行っていく。 
 
図 4-4特定健診、特定保健指導、特定健診受診者に対する特定保健指導対象者の割合の目
標 
 
                     （出典 山江村第 2期保健事業実施計画,p25） 
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2在宅介護 
 
図 4-5人口推移と将来予測 
 
          （山江村高齢者福祉計画及び第 7期介護保険事業計画概要版,p2） 
 
上記図 4-5からも明らかなとおり、高齢化率が上昇傾向にある。山江村では、在宅医療・
介護についての検討を引き続き行っている。現在、村内には、病院や診療所、歯科医院、
薬局はなく、地域包括支援センターやケアマネージャーが中心となる。介護施設は村内に 2
つあるが、村の運営によるものではない。これまで、人吉球磨圏域を構成する 10市町村と
人吉市医師会及び球磨郡医師会等が協働で、在宅医療・介護連携推進事業について課題検
討を重ねている。そのなかで、連携の課題、情報共有ツール、啓発の 3つの部会を立ち上
げており、2017年 12月には、人吉球磨在宅医療・介護連携推進事業課題検討部会において、
「人吉球磨の医療・介護多職種連携マニュアル」が作成されている。同マニュアルでは、
医療と介護の連携強化を企図した情報共有ツールとして、医療と介護の連携体制・共有シ
ート、多職種連携シートが開発され、現在、その検証を行っている。前者は、対象者の基
本情報と医療情報、介護情報を 1枚にまとめたものであり、後者は、ケアマネージャーを
はじめ、多職種で報告、連絡、相談を行う際に活用するシートであり、両者とも紙ベース
のものである。また、連絡や照会については、対象者に管理番号を付与し、多職種連携シ
ートでは番号のみで、匿名化して行う。 
 また、山江村地域包括支援センターでは、くまもとメディカルネットワークへの参加を
36 
 
早期に加入できるよう検討を進めている。このメディカルネットワークとは、熊本県内の
利用施設（病院・診療所・歯科診療所・薬局・訪問介護ステーション・介護施設等）をネ
ットワークで結び、参加者（患者）の診療・調剤・介護に必要な情報を共有し、医療・介
護サービスに活かすシステムのことである。これにより、治療歴の共有や検査データ、画
像データの共有が可能となる。患者は、事前に利用施設に同意書の申請を行い、登録後、
カードが発行され、参加費用はかからない。くまもとメディカルネットワークのウェブサ
イトによれば、2019年 2月 22日の時点で、同意数 39,980件、利用施設数 369施設、カー
ド発行枚数 9,764枚である。 
 
3妊娠・出産・子育て 
  
山江村のウェブサイト上では、これまで、「暮らし」「健康福祉」のページに、福祉情報
が混在していたが、「健康福祉ポータルサイト」に情報をまとめることで、改善を図ってき
た。今後は、企画調整課と連携を図りながら、妊娠・出産・子育てについては、山江村役
場のウェブサイトがリニューアルするのに合わせて、ポータルサイトで各事業を一元化し、
情報提供を行っていく予定である。また、各種相談内容については、村内だけでなく、国
や相談機関の情報提供や SNSも含めて、幅広く行っていく予定である。 
 
4 2018～2019年度健康・福祉分野のスケジュール 
 
図 4-6総務課のスケジュール 
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図 4-7健康福祉課のスケジュール 
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第 5 章 教育・人材分野 
 
 
1学校教育  
 
山江村では小中学校における ICT教育を推進しており、現在 8年目となる。これまでの
間、生徒と教師双方に、ICTの活用スキルや授業による様々な知見が生まれている。 
現在までのところ、山江村の中学校を卒業後、高校に進学した場合、授業では ICT活用
がほとんどなされていないことから、ICT教育が接続されていない学習環境にある。山江村
出身の高校生を追跡すると、他の市町村の生徒に比べ、山江出身の生徒は ICT 関連機器の
操作や使い方において堪能であるという声が寄せられている。山江村の中学卒業後、高校
では ICT教育は行われていないので、スムーズな移行を希望している。 
なお、教育面に関して、家庭の通信環境からは、例えば、次のような 2 つのデジタルデ
バイド問題が生じている。まず、学校では、キーボードのホームポジションを教える時間
が不足しており、指導も休み時間を利用している状況にある。家庭で練習が出来る生徒は
良いが、その環境にない場合がある。次に、自宅学習については、中学は実施しているが、
小学校はしていない。その理由として、小学校では、算数のデジタルドリルを入れて持ち
帰りをしていたところ、アプリ版の動きが遅く、ウェブ版に変更したが、家庭の情報イン
フラに左右されるため、持ち帰りをやめている。こうした課題については、地域の関係機
関が連携することも重要である。例えば、地域づくり研究所のタブレットやパソコン等に
該当ソフトをインストールして、放課後や学校の休みの期間に、生徒が自由に来所し、使
39 
 
える環境を整えることは一つの解決策となる。 
 
図 5-１学力調査の結果 
 
（出典：平成 30年度山江村小中学校「教育の情報化」研究発表会資料,p11） 
  
学力調査の結果からは、小学校は、国語 A、国語 B、算数 A、算数 B、理科のほぼ全てにお
いて上回り、中学校は全国平均並みであったことが分かった。複式学級の現状では、一人
の教師が複数の学年を担当しており、学習指導に伴う困難性を克服すべく、学習支援員の
活用やそのサポートが必要である。 
また、児童・生徒質問紙によれば、中学校では、自分の考えを発表する機会における工
夫に課題があり、全国平均を下回っている。家庭学習においては、中学校よりも小学校の
方が、勉強時間は多いため、中学校での啓発活動が必要である。 
2018年 10月 19日には、山江村小中学校「教育の情報化」研究発表会（8年次）が行わ
れている。研究テーマ及びサブテーマは、「主体的に学びあう児童・生徒の育成を目指した
授業の創造―『主体的・対話的で深い学び』を支える ICT活用を通して―」である。本年
度は、研究発表会でのリーフレットの視点を改善している。具体的には、各学校のニーズ
に合わせて内容を作成することにより、各学校の特色が現れ、研究主任の担当者の達成感
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が向上しているという。研究発表会などの成果や配布資料からは、ICT教育に対する構想や
授業の設計思想などが明確に打ち出されている。特に、研究の視点として掲げられた 3つ
の視点「課題把握の工夫」「対話的な学びの充実」「学び方の育成」からは、問いを生み出
し、思考の可視化や表現などにも取り組んでいる。 
山江村から研究・開発されたものとして、対話的な学びを支える「考えるための技法」
と「ICT活用スキル・山江版」がある。 
 
図 5-2 考えるための技法 
 
    （出典:平成 30年度山江村小中学校「教育の情報化」研究発表会資料,p9） 
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図 5-3 ICT活用スキル山江版 
 
（出典:平成 30年度山江村小中学校「教育の情報化」研究発表会資料,p10） 
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対話的な学びを支える「考えるための技法」については、本年は試行中であるが、各学
年段階で重点を置く技法や対話を生み出すための言葉について、「総合的な学習の時間」（平
成 29年告示）を基に、山江村版として独自に設定し、生徒により意識化して使ってほしい
内容として、学級掲示や携帯用シートにして配布し、授業で活用している。 
また、「ICT活用スキル山江版」では、タブレット端末に関する技能として、小学校・中
学校における端末活用の技能を体系化し、村内小中学校における 3校の共通理解を企図し
ている。一般的な ICT 活用スキルとは異なり、本スキルにおいては、各種資料をもとに、
目的を授業に限定し、再編集したものであり、一見すると容易なものではあるが、繰り返
し使うことを前提にしている。そのため、活用したスキルは少なくても、成果は大きいた
め、まだ ICT教育を始めていない学校には、参考になる内容であるとされている。学年の
枠を超えて、ICT活用を展開する授業へスムーズに移行するのに重要なフレームワークであ
る。 
ICT教育に関する環境整備では、9月 1日からリースで新規開始し、電子黒板 70型、（山
田小 6台、万江小 2台、山江中 2台）、電子黒板備付け PC20台（各学級への割り当て分）
である。また、プログラミング教育は単発講座で実施しているが、教師側からは、「教科」
で活かしたいという声が寄せられている。遠隔教育では、これまで山田小と万江小（複式
学級）間での遠隔授業に取り組んできたが、本年度は、村外と村内をつなぐ遠隔授業を設
計した。熊本地震で倒壊した阿蘇神社が熊本県の副読本に掲載されているのをきっかけに、
阿蘇神社（宮司）と山田小で中継授業を行い、生徒が 2グループに分かれてディベートを
行っている。通常、ゲストティーチャーは 1名であるが、今回は宮司を含む 2名で行って
いる。今後の遠隔授業においては、動画の安定性が課題である。遠隔教育については、国
際交流事業などでシンガポールに渡航中の生徒と村内学校をつなぐことや、山江村で開催
予定の ICT教育サミットなどで、活用する可能性を探っている。 
 
図 5-4シンガポール語学留学 
 
（写真提供 教育委員会） 
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2人材育成 
  
山江村では、100人委員会という住民主体のプロジェクトを進めている。現在の部会は、
①若手農業者、②やまえ栗ブランド、③観光・交流、④食の提供、⑤情報発信、⑥環境・
防災、⑦福祉、⑧健康・スポーツ、⑨文化・教育、⑩商品企画開発という 10 の部会から構
成されている。⑩商品企画開発部会は本年度途中から結成されている。その主な動きは次
のとおりである（詳細は図 5-7）。2018年 8月 5日には各部会の全体発表会が行われ、昨年
度の活動の成果発表と本年度の活動予定について、報告が行われた。 
 
図 5-5 100人委員会の主な活動 
 部会名 本年度の活動内容 
1 若手農業 耕作放棄地での玉ねぎ・じゃがいもの収穫、 
学校給食への食材の提供や栗まつりでの野菜の販売他 
2 やまえ栗ブランド 品質及び栽培管理基準である栗栽培マニュアルの作成、栗まつりでのぽろた
んの販売及び焼き栗の提供、研修開催（他地域、スイーツ教室） 
3 観光・交流 山江村観光案内人の育成、ガイドブック「自然豊かな山江村の史跡・文化財
めぐり」の作成、栗拾いツアー・フットパスのコース開発、鳥追い小屋の制作 
4 食の提供 トキの朝市（農産物販売、山江村産卵かけごはんの提供）、栗まつりの出店 
5 情報発信 子育てにやさしい村のPR動画の撮影・編集、山江村知ったかぶり‼ネットワー
ク（Facebook）の取材・更新 
6 環境・防災 検討中 
7 福祉 寺子屋の実施（消しゴムはんこづくり、郷土料理づくり他） 
8 健康・スポーツ 救急救命法、ストレッチ動画の製作、クリスマス・フットサル大会の企画開催 
9 文化・教育 絵本「やまえの花まつり」及び紙芝居の作成 
10 商品企画開発 やまえ栗のペーストを活用した試作品づくり、お土産品の開発会議 
                 （山江村地域づくり研究所の資料をもとに筆者作成） 
図 5-6 各部会の全体発表会 
 
                          （筆者撮影） 
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図 5-7  100人委員会の活動状況 2018年度 
 
                          （出典 地域づくり研究所）   
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図 5-8各部会の主な取組み（写真は山江村役場提供及び筆者撮影） 
 
栗ブランド部会による栗管理基準（左）と栗スイーツ講習会（右）  
  
若手農業部会が学校給食を訪問（左）、食の部会による朝市（中）と卵かけごはんの提供（右） 
   
文化・教育部会による絵本の制作（左）、福祉部会による寺子屋（中）、健康・スポーツ部会によ
る体幹トレーニングの動画とケーブルテレビでの放映（右） 
   
観光部会のガイドブック（左）と鳥追い小屋の制作（中）、情報発信部会のコンテンツ会議（右） 
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なお、社会教育という側面からは、博物館・図書館・体育施設の Wi-Fi整備については、
予算化しておらず、未整備である。体育施設は、LAN ケーブルの一部開放は可能であるが、
観光や防災面からの協議も今後必要である。情報化戦略では、2015 年度のヒアリングによ
り、給食コンテンツ、スポーツ指導に関するコンテンツを作成することを盛り込んでいる
が、給食コンテンツについては、第 2 章の地産地消の項目で既に述べたとおり、地域活性
化協議会のウェブサイトを構築し、献立や関連農家の情報、地場産率の向上のための取組
みについて、産業振興課が発信をしている現状にある。 
 
3 2018～2019年度人材育成分野のスケジュール 
 
図 5-9企画調整課のスケジュール 
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おわりに 
 
以上、2018年度の情報化戦略の進捗状況について述べてきた。 
農業、環境・防災、健康・福祉、教育という 4つの分野では、取り組みの度合いが異な
るものの、修正や改良をかけながら、事業の前進を図っている状況にある。特に来年度は、
地方創生の最終年度となり、未着手に関しては早期に取り組むこと、そしてこれまで取り
組んできた事業を完成させ、次に繋いでいくことが求められる。それと同時に、補助金の
終了後、いつの間にかその事業がなくなるということがないように、地域社会に定着する
までの不断の努力も求められる。 
社会が目まぐるしく変化しているなかで、行政だけが前例主義に捉われ、従来通りの枠
組みで対応することはもはや不可能である。同じことを漫然と繰り返すことに進歩はなく、
部分最適が全体最適とは限らない。また、他課のことであっても、自分にいつ関係してく
るのか分からないため、知っておく必要がある事も思いのほか多いだろう。 
公共サービスは表面的なコストだけでは測れないものであるが、数値や達成度とともに
その時になし得る最善の策を常に講じておくことで、次の段階にスムーズに橋渡し出来る
ようにすることが重要である。 
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